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積和サポートシステム株式会社の株式の取得（子会社化）に関するお知らせ 

 

当社は、平成２０年７月１０日開催の取締役会において、積和サポートシステム株式会社の株式を

取得し、子会社化することを決議いたしましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

 

 

記 

 
１. 株式の取得の理由    

  

積水ハウス株式会社と当社との合弁会社である積和サポートシステム株式会社は、当社ととも

に関東エリアにおいて積極的に介護付き有料老人ホームの施設開設を進めてまいりました。その

結果、当該エリアにおける規制がある中で、１６施設の新規開設という目覚しい成果を挙げるこ

とができました。 

今般、当社は、積和サポートシステム株式会社の株式を積水ハウス株式会社より取得し、同社

を子会社化することで、経営関与をより深めます。そうすることで、経営資源の統合、業務効率

化の推進、人材の相互活用等により、グループの経営体制を強化し、更なる事業規模と収益の拡

大を図ります。 

 

２．子会社となる会社の概要 
 

(１) 商号           積和サポートシステム株式会社 

(２) 主な事業内容       有料老人ホームの運営等 

(３) 設立年月日           平成１７年７月１日 

(４) 本店所在地        東京都港区浜松町２丁目５番３号 ニュー浜松町ビル２階  

(５) 代表者           代表取締役社長  奥村 孝行 

(６) 資本金の額         １００，０００，０００円 

(７) 従業員数          ４４３名（Ｈ２０．６末現在） 

(８) 大株主構成及び所有割合   積水ハウス株式会社（５１％）株式会社メッセージ（４９％）  

(９) 発行済株式総数      ２，０００株  

(10) 事業年度の末日       １月３１日  

(11) 主な事業所        東京都内を中心に１６施設を開設。（８月以降３施設開設予定） 
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(12) 最近事業年度における業績の動向  

 

 

 
平成１９年１月期 平成２０年１月期  

売上高 ０百万円 ２２５百万円 

売上総利益 △２１百万円 △４２６百万円 

営業利益 △６７百万円 △５１６百万円 

経常利益 △６８百万円 △５２６百万円 

当期利益 △６８百万円 △５３２百万円 

総資産 ８百万円 ５１４百万円 

純資産 ８百万円 △５２３百万円 

資本金の額 １００百万円 １００百万円 

１株当たり配当金  － － 

 

３．株式の取得先 

 

(１) 商号     積水ハウス株式会社  

(２) 代表者     代表取締役社長 阿部 俊則 

(３) 本店所在地  大阪市北区大淀中一丁目１番８８号 梅田スカイビル タワーイースト 

(４) 主な事業内容 工業化住宅の設計、施工及び請負並びに住宅の分譲、仲介、賃貸借、管理及び 

           それらに関連する事業活動等 

(５) 当社との資本関係、人的関係、取引関係等の概要 

資本関係    該当事項はありません。 

人的関係  該当事項はありません。 

取引関係  当社の物件の一部において工事請負契約を締結し、取引関係を有しています。 

 

４．異動の前後における当社の所有に係る子会社の議決権の数及びその議決権の総数に対する割合  

                 （異動前）         （異動後） 

(１) 当社所有議決権数        ９８０個      １，０２０個 

   （当社所有株式数        ９８０株      １，０２０株） 

(２) 議決権の総数        ２，０００個      ２，０００個 

  （発行済株式総数      ２，０００株      ２，０００株） 

(３) 議決権の総数に対する割合     ４９％         ５１％ 

   （発行済株式総数に対する割合   ４９％         ５１％） 

 

５．異動の内容及びその年月日 

 

(１) 内容      積水ハウス株式会社より、４０株を取得する予定です。 

(２) 異動年月日   平成２０年８月１日 

 

６．譲受金額  ２，０００，０００円（１株 ５０，０００円×４０株） 

 

７．今後の業績に与える影響 

  

 今期の当社業績に与える影響につきましては、営業収入（売上高）が約２１億円の増加となる見 

込みです。また、利益につきましては、持分法適用会社から連結対象子会社に移ることによっての 

影響はないと判断しておりますので、平成２０年５月１２日発表の「平成２０年３月期決算短信」 

の通期連結業績予想通りです。今後見通しが大きく変わる場合は、速やかにお知らせいたします。 

 

以 上 
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